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合鍵の使用による立ち入りの事案として，東京高裁平成 ８ 年 ３ 月 6 日判決・高刑集４9巻 1 号４３
頁・判タ92３号275頁。合鍵の使用およびドアチェーン（＝鎖錠）の破壊による立ち入りの事案と
して，大阪高裁平成 5 年10月 7 日判決・判時1４97号1３４頁。平成 5 年の裁判例の評釈として，辻
裕教「新判例解説」研修55３号（199４）1３頁以下など。なお，捜索・差押えの実施をめぐる国家
賠償請求の事件であるが，大阪高裁平成 7 年11月 1 日判決・判時155４号5４頁は，捜査官が扉のガ
ラスを割って解錠したという事案について違法でないものと判示した〔もっとも，原審の和歌山
























私人を装ったという事案として，東京高裁昭和5８年 ３ 月29日判決・刑月15巻 ３ 号2４7頁・判時
1120号1４３頁。この裁判例の評釈として，木藤繁夫「刑事判例研究」警察学論集３８巻 1 号
（19８5）1４2頁以下，戸田信久「新判例解説」研修４３2号（19８４）79頁以下など。宅配便の業者を








東京高裁昭和5８年 ３ 月29日判決・前掲注15），大阪高裁平成 6 年 ４ 月20日判決・前掲注15），東
京高裁平成 ８ 年 ３ 月 6 日判決・前掲注1４）。
大阪高裁平成 5 年10月 7 日判決・前掲注1４） の原審〔大阪地裁堺支部平成 5 年 6 月2８日判決：
判時1４97号1３４頁の竿頭解説に引用文が掲載されている〕は，証拠隠滅が容易であったという事
情とともに，被疑者が「けん銃を持っているとの情報を得ていて警察官に発砲する危険も予測さ
れた」ことに言及する。そのほかに，東京地裁昭和４４年 6 月 6 日決定・刑月15巻 ３ 号709頁・判
時570号97頁。











































大阪高裁平成 6 年 ４ 月20日判決・前掲注15）。
東京高裁平成 ８ 年 ３ 月 6 日判決・前掲注1４）。










































Hudson v. Michigan, 5４7 U. S. 5８6, 126 S. Ct. 2159, 2172 （2006） ; Wilson v. Arkansas, 51４ U. S. 
927, 929-9３1 （1995）. See also Ker v. California, ３7４ U. S. 2３, ３7 （196３）. See also Y. Kamisar et 
al., Modern Criminal Procedure, ３11-３12 （12th ed. 200８）. 井上正仁『捜査手段としての通信・
会話の傍受』（1997）7３頁，松代・前掲注４）5３0頁。
Hudson v. Michigan, supra note ３0, at 2165; McDonald v. United States, ３３5 U. S. ４51, ４60 
（19４８） ; Richards v. Wisconsin, 520 U. S. ３８5, ３9３ （1997）. See also W. R. LaFave, Search and 
Seizure vol. 2, §４. ８ (a), 599-600 （３rd ed. 1996）. “knock and announce rule”の根拠について説
明した日本の文献として，井上（正）・前掲注３0）7４-76頁，松代199８・前掲注20）27８頁，松田龍彦
「捜索・押収手続での令状の事前呈示と Knock and Announce （来意告知）法理」法学新報111





















































































































































































































































5 月 1 日決定・刑集52巻 ４ 号275頁。論理の構成がさまざまであることについては，さしあたっ
て，村瀬均「令状による差押え⑵──フロッピーディスクの差押え」井上（正）編・前掲注 ３ ）55
頁や寺崎嘉博『刑事訴訟法』（第 2 版・200８）126-127頁を参照。さらに，捜索場所に所在する人



































































































































































































































































刑訴法222条 1 項，111条 1 項に基づく処分として許容される」ものと述べた。
































































































































































































































































東京高裁昭和5８年 ３ 月29日判決・前掲注15），大阪高裁平成 6 年 ４ 月20日判決・前掲注15），大











































United States v. Hepperle, ８10 F. 2d ８３6, ８３9 （８th Cir. 19８7）. See also LaFave, supra note 































































































































































































主義によって基礎づけられるものでないようである。United States v. Stefonek, supra note 99, 
at 10３４; United States v. Chubbuck, ３2 F. ３d 1４5８, 1４60-1４61 （10th Cir. 199４）; United States v. 
Daniel, 667 F. 2d 7８３, 7８5 （9th Cir. 19８2）. 連邦最高裁判所は，対象の特定に関する合衆国憲法
修正第 ４ 条の要請とあわせて，捜査官の権限を対象者に確認させるというはたらきに言及したこ
とがある〔United States v. Chadwick, ４３３ U. S. 1, 2４ （1977）; Camara v. Municipal Court, ３８7 














































































































































































なお，アメリカの判例法は，近年になって，「事情の総合（totality of the circumstances）」に
よる緊急性の認定を強調している〔United States v. Banks, supra note 79, at 52８〕。このような
認定の方法に対するきめ細かな分析も有意義であろう。
酒巻・前掲注6）105頁によれば，令状の呈示は令状主義によって要請されるものでないという。
これに対して，香川・前掲注３）８1頁によれば，呈示の時期に関して，「異議申立の機会を付与す
る……目的が達成されるものである限り，執行着手前か着手後かを細かく論ずることには余り意
味がない」というが，これは，呈示を令状主義の要請だと理解したうえでの主張である。
114）
115）
捜索令状・差押え令状の呈示：事前呈示の原則とその例外との関係（岩下）
（３07）　69
得ない」ものとして許されたのは，かならずしも原則から導かれる論理上の帰
結というわけでない。それゆえ，原則の拘束力と例外の範囲との関係について
も，最高裁決定からは多くを読みとることができない。読みとれる限りでいえ
ば，原則にもとづいた規制の内容は，──大ざっぱな表現であるが──いわば
「『ゆるやかな規制の見解』以上，『緊急例外の見解』未満」というくらいのも
のでしかない。
　このようなそっけない結論に達するのは，マスターキーでの解錠と入室直後
の呈示があわせて判断の対象となったため，結果として，後者の適否に関する
判断が前者の適否に関する判断の陰に隠れてしまうからであろう。短時間での
証拠隠滅が危惧されるという事案の処理にあたって，立ち入るための措置が許
されるのであれば，くわしい理由を示さずに呈示のない立ち入りも適法だと判
断することは，あながち非合理でないのかもしれない。
　在室する者の許可も得ずに不意をついて立ち入ったという場合には，適法な
立ち入りの要件が来意告知の原則にもとづいて設定されるので，短時間での証
拠隠滅を防止するための緊急の手続としておこなわれたものでなければ，ひと
えに，──来意の告知も令状の呈示もない──立ち入りを違法だと判断しなけ
ればならないであろう。しかしながら，来意告知の原則がこれと同じように機
能しえないという場合になれば，背後に隠れていた事前呈示の原則は，もはや
前面に出ざるをえない。それゆえ，この場合には，呈示のない立ち入りがどの
ような要件のもとで許されるのかという問題に正面からとり組んで要件を設定
しなければならないはずである。
　たとえば，捜索・差押えの実施にあたって被処分者がその現場にいない──
すなわち，被処分者が不在である──という場合についていえば，すでに，い
くつかの事案が下級審の裁判所によって扱われている。もっとも，いずれもや
116）
これまでの裁判例はいずれも，実施された捜索・差押えが違法でないものと判示する。被処分
者は不在であったが他の者が捜索場所に在室していたという事案について，東京高裁昭和４0年10
月29日判決・判時４３0号３３頁〔捜査官らは，在室する者に来意を告げたうえで，立ち入りに先だ
って，身分や目的の告知とともに立会人の選定もすませていた〕。学生自治会によって使用され
る大学校舎の一室が捜索場所であったという事案について，東京地裁昭和３８年 6 月15日決定・捜
116）
70　（３0８）
や古い裁判例であることに加えて，捜索場所が住居でないという事情もあるた
め，その判断が今後も類似の事案にどこまで応用できるのかは，かならずしも
明らかでない。また，最近の事案には，来意の告知にこたえた者がドアをひら
いて捜査官らに応対したのに，突如として捜査官らが令状を呈示しないままで
室内に立ち入ったというようなものもある。ただし，その事実関係にははっき
りしない部分が多いことに加えて，裁判所の判断に対しても多かれ少なかれ疑
問が残るため，参考例としての価値が乏しいように思われる。
　ここに挙げた事案は，いずれも事前呈示の原則に反するのか否かが正面から
問われるようなものであろう。しかしながら，先例としての意義が十分に認め
られる裁判例だと位置づけることには，いささかの抵抗がある。また，そもそ
も，不在の場合は原則が適用される対象に含まれていない──あるいは，不在
の場合にはおよそ立ち入りが原則にもとづいた規制のわくから外れている──
といった考え方もあるのかもしれない。それゆえ，原則の拘束力およびその例
外の範囲を解明するためには，被処分者の態度が呈示を受ける地位の放棄だと
みなせるような場合も考察の対象に含めたうえで，さまざまな観点から呈示の
趣旨・目的を問い直すことが必要であろう。
 
117）
118）
査手続総合判例集（1965）209頁〔選定された立会人による立会いのもとで捜索・差押えが実施
された〕。また，捜索場所で被処分者の所在がしばらくつかめなかったという事案について，最
高裁（二小）昭和2８年 6 月19日判決・裁判集刑事８３号３19頁。
被処分者以外の者が捜査官らに応対したという事案である。東京地裁平成20年12月 ８ 日判決・
公刊物未登載。この裁判例の評釈として，拙稿・前掲注69）91頁以下。
被処分者が暴れて呈示できなかったという事案について，最高裁（一小）昭和2８年 6 月12日決
定・裁判集刑事８2号6４1頁。被処分者が令状の閲読を拒否する態度に出たという事案について，
東京高裁昭和50年 5 月29日判決・判時８05号８４頁。
117）
118）
